
































































































































 民間資金による企業 R&Dの実質 GDPに対する弾力性は短期で 0.9前後、長期で 1.3前
後となり、長期的な弾力性は 1を上回った。同様に、政府資金による企業 R&Dに対する
弾力性は短期で 0.04、長期で 0.05程度となった。 
 









 実証分析の結果、企業の TFP（Total Factor Productivity）と総研究開発集約度の間には
有意に正の関係があり、製造業ではよりその傾向が強まるが非製造業では両者の関係は
希薄になることが明らかとなった。また、TFPと総研究開発集約度との関係には一定の
タイムラグがあること等が明らかになった。 
 性格別研究集約度の全体的な傾向としては、基礎および開発研究は TFPに対して有意に
正の影響を及ぼしているが、応用研究についての符号は正であるものの、有意性が低い
結果となっている。また、有意性はタイムラグが 4期のときに最も大きくなる（5期より
も 4期の方が大きい）傾向が共通しており、性格によってタイムラグが異なる傾向は明
確には観測されなかった。 
 性格別研究開発集約度、その他の研究開発指標については、おおむねいずれの変数につ
いても TFPとの間に有意な関係はみられなかった。
  
 
